
飯舘村原発被害者訴訟
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飯舘村の土地利用

◆ 震災前と2024年の飯舘村の概要
面積は現在と一緒で約230km2、
人口は約6500 人、
世帯数は約1700 世帯、
世帯平均約3.8 人

2024年９月１日 飯舘村HPより
村内在住者 1525 人
避難者 3043 人
合計 4568 人
村内在住世帯数 ８０５ 世帯
避難世帯数 １２８３ 世帯
合計世帯数 ２０８８ 世帯

村内ざ
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地区別計画評価発表会地区別評価のﾜｰｸショップ

偉大な田舎人づくり（クオリティライフ顕彰）

２０の集落（行政区）単位での地区別計画と行動

１０年間で各地区へ１０００万円の村から活動費助成

までい（真手、じっくりゆっくりの意味の東北弁）なむらづくり

新エネルギープランと木質エネルギー（チップボイラー）活用

★飯舘村の集落住民と行政の協働による村づくりの歴史

住民と行政の協働によるエコロジカルで、手づくりの村づくり

◆飯舘村の「第四次総合振興計画」（1994年）の策定指導
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村民の
コミュニティビジネス
産直と炭の販売所建設

子供達の創作太鼓

四次総の成果
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◆飯舘村の「第五次総合振興計画」（2004年）の策定指導

までいな村づくりの提案と実践

平成１７年度総務大臣賞受賞 ４©KOJI ITONAGA



グリーンツーリズム体験

Iターンの自然クラフトマンの体験館

◆ その後も飯舘村と関わり。日本大学の研究室での定期的合宿

村民（女性）のクラフト工房

前田行政区での農業体験
田園の中のコーヒー店
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※3 飯舘村広報 2009年5月号
再生可能エネルギーをテーマとしたデンマーク大使館のシンポジウム
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分散型再生可能エネルギーの地産地消

福島県内で最初に導入した
デンマーク製の
木質チップボイラー

・震災の石油不足で活躍！
子ども向け自然エネルギー
教室にも注力！

エコライフ学習センター
役場の太陽光発電

伝統的な自然ｴﾈﾙｷﾞｰ
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環境省の全国20地区でのモデル・エコハウス事業の推進

までいな暮らし普及センター建設 ２０１０年完成
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2024/10/8

までいな暮らし普及センターの概要図

親の家

子の家

作業棟
（アトリエ棟）
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東電原発事故直後の飯舘村の放射能汚染状況
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【３月１５日】 爆発での放射性物質が村に降っているのに、村民、

行政職員は野外での浜通からの避難者対応、被曝

【３月２１日】 ２０日採取分の水道水から965Bq/㍑

【３月２３日】 20日採取分の土壌から I-131＝117万Bq/kg、

 Cs-137＝16.3万Bq/kgを検出。

◆役場周辺の空間線量の推移

45μSv/h

9日0時：5.76μSv/h

日本大学糸長浩司研究室内に
3月18日に飯舘村後方支援チーム

の設置。研究員を飯舘村に派遣、
村役場の活動支援と情報発信。
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図 放射線量の等高線 京大原子炉研今中、広大遠藤

日大後方支援チーム+今中哲二チーム＋飯舘村役場
共同による村内全域の空間線量率調査 3月30日
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2011年５月6日

文部科学省と
米国エネルギー省
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飯舘村の特老施設に、日本大学病院の協力で、
医療品、マスク等を搬入。糸長同行（藤沢から飯舘村）

2011年４月11日 １３©KOJI ITONAGA



再可能エネルギーの
地産地消生戦略

飯舘村避難村（分村）のイメージ 二地域居住の提案 2011年4月
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飯舘村の富士山の麓の日大施設でのサマーキャンプ実施

１５©KOJI ITONAGA



「負げねど飯舘！」 との打ち合わせ風景 2012年 飯舘村にて

全村民に配布した健康生活手帳、

発災後の日々の行動の記録帳。
2011年9月発行 １６©KOJI ITONAGA



んきゅ
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飯舘村民と専門家による原発災害シンポジウム
2011年10月 福島市内にて実施
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農園に設置した「いっぷく小屋」の開所式 2012年 １９



飯舘村前田地区 S邸
宅地及び周囲の山林
の空間線量分布図
地上 約1ｍ

２０１５年７月

日大・糸長研究室

除染の効果と限界

©KOJI ITONAGA ２０



継続低減

低減せず増加
再除染必要
151測点の
２３％

©KOJI ITONAGA

除染前後での低減率 右にいくほど低減

除
染
後
半
年
か
ら
一
年
後
の
低
減
率

環境省の提供データを
糸長浩司が加工

２１



自然減衰より高い
再汚染が深刻

自然減衰より低い

・比較値が１以上＝自然減衰より測定空間線量率が高い
・測定数144測点に対して、
比較値が１を超えるもの 37測点（26%）
1/4の測点が自然減衰より高めの空間線量率にとどまる。

・周囲の森林や風雨の影響等による環境汚染が継続 ©KOJI ITONAGA

除染済宅地での再汚染の傾向ある
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㏃/kg 比率 ㏃/kg 比率 ㏃/kg 比率
０～５ 15,223 61% 3,047 39% 5,452 54%
５～１０ 9,263 37% 1,993 26% 2,494 25%
１０～１５ 191 1% 1,425 18% 980 10%
１５～２０ 73 0% 706 9% 650 6%
２０～２５ 51 0% 371 5% 467 5%
２５～３０ 32 0% 208 3% 105 1%

深さcm
山・山際の土平均 庭の樹木の土平均 宅地の土の平均

２０２１年11月 原告１２軒での土壌コア深さ別Cs-１３７の残存量

５サンプル ４サンプル １４サンプル

山の表層5cmは１．５万㏃/kgをこえ、深さ10cmまで浸透。
庭の樹木の土壌は深さ１５cmまで浸透し、1000～3000㏃/kg。
除染済の庭の土も表層5cmは約5500㏃/kg、15cmまで浸透。

２３©KOJI ITONAGA

除染後でも地面の表層に放射性セシウムが残留
し、乾燥化した後、風等での粉塵で屋外、室内の
空気中にも存在し、その吸引による内部被ばくの
リスクは継続していると推察する。



表面線量μSv/h 深さ等 Cs137Bq/kg
0-5cm 40577
5-10cm 9761
10-15cm 318
15-20cm 46
20-25cm 22
25-30cm 24
0-5cm 13688
5-10cm 1451
10-15cm 434
15-20cm 159
20-25cm 83
25-30cm 8

北山恵美子

北山恵美子

山側土

地点７土

2.1

1.53

場所

表面線量μSv/h 物 Cs137Bq/kg
北山恵美子 裏山落葉 7130
北山恵美子 住宅西土壁 213
北山恵美子 ため池泥 6903

場所

13700㏃/kgの土

40600㏃/kgの土

原告Kの宅地の裏山の表土5cmには、4万㏃/kg残存
裏山に面した住宅軒下の表土5cmには、１．４万㏃/kg残存

２０２１年でも、裏山の放射能汚染は深刻

２４©KOJI ITONAGA

山からの放射性セシウムの微粒子が屋外、室内
の空気中にも存在し、その吸引による内部被ばく
のリスクは継続していると推察する。



５．原発事故による、飯舘村での
「ふるさと育成」条件の破壊

飯舘村は住民、行政、研究者の協働による
自然共生型のむらづくりの歴史を持ち、自然
を生かした「ふるさと育成」の歴史であった。
その「ふるさと育成」を可能とした条件は、
❶自然の条件
❷歴史社会の条件
❸互酬・自然経済の条件
❹地方自治の条件

この４条件が原発事故により破壊された。
２５©KOJI ITONAGA



◆ 「ふるさと育成」の条件

発災前の2010年10月に糸長の研究室で、飯舘村の全世帯へアンケート。
村でのエコライフに関する意識調査。回答率は30.6％で、世帯主の回答が主である。
・自家菜園での自給率は83% ・地域での絆、協働性を大切にしているは83%
・自然、農的資源を活用し、地域でのつながりのある生活を8割以上の世帯がしていた。

２６©KOJI ITONAGA



◆飯舘村民世帯アンケートからみる、帰村意向と帰村しない理由
2012年 全世帯アンケート調査結果

「数値がどうであれ、村に戻って生活する
ことはない」22％、

「国が平時の安全基準としている水準を
下回る（年間1ミリシーベルト未満）」39％

村に戻る放射線量条件

「帰村する」16％、

「帰村しない」１８％
「10年帰村しない」11%

解除後の帰村意向

２７©KOJI ITONAGA



2016年K行政区民へのアンケート。帰村を慎重になる理由
「山林が汚染されたまま」64％、
「山菜、キノコ等が食べられないこと」40％。
「隣近所、行政区等のコミュニティの薄れ」40%
、自然からの糧を得る暮らしの破壊、コミュニティの破壊を危惧していた。

２８



２．将来への希望、期待について
・除染への期待と不安の葛藤 ・家族と一緒に暮らしたい（どこでも）
・帰村して家族で暮らしたい ・新しい土地での住宅で暮らしたい
・伊達方面で新天地を求めたい（みんなで）
・伊達方面で復興公営住宅がほしい
・子供が帰れる場所を作りたい
・二地域居住、飯舘の住宅は別荘でよい
・帰村、移住に関して村長との話し合いをしたい
・農業がしたい ・素直に将来の見通しを正直に示してほしい
・長期的な保障

2012年飯舘村民の仮設住宅でのワークショップ

29©KOJI ITONAGA



村内居住者－転入者＝（発災時の飯舘村民）
１２５４人 ６７７世帯

→ 発災時からの帰還率の推計
1254+３０９２=4346人（発災時及び現在も村民の数）
人口帰還率＝1254／4346＝２８．９％

677世帯＋１２９８世帯=1975世帯
世帯帰還率＝677／1975＝３４．３％

★転入者の比率 259／1513＝17%
130世帯／807世帯＝１６％

★発災時 2011年１月 6544人
2024年４月 4605人 減少率 70%

・発災時から13
年間で飯舘村民
の住民登録上は、
3割減少。

・発災当時の村
民の帰村率は、
２９％

・転入者の村内
居住者に占める
比率は、１７％

◆直近の調査結果から帰村実態についてどのようなことが言えるのか

2024年4月1日 帰還・避難者数実態 飯
舘村役場HP

30©KOJI ITONAGA



◆飯舘村の年少者人口は発災前から減少しており、原発事故によって減少したのではない？

前半は正しいが、後半は間違え。事故により、避難し、その後放射
能が心配で就園・就学数が減少している

飯舘村の人口推移と年少者（就園・就学者）率について　糸長浩司
男女計 1980年 2000年 2005年 2010年 2024年
総数 8,331 7,093 6,722 6,209 1,513 1)
0～14歳 1,934 1,175 994 792 58 2)
年少者比率％ 23% 17% 15% 13% 4% 3)、4)、5)、６）
1)飯舘村内の居住者（飯舘村ＨＰの2024年4月１日）

★村外の児童を通わせることで飯舘村の保育・教育施設は成立している。

★人口推移統計はhttps://ecitizen.jp/Population/City/07564#google_vignette

2)飯舘村教育委員会2024年4.15資料
（までいの里の子ども園～希望の里学園9年生の村内者数）

5)2024年3月1日の就園・就学者数
　126人（村内55人、村外71人）、4月１日は、119人（村内58人、村外61人）

6)2010年と2024年の村内在住人口の比率　２４．４％
　同年比での村内在住年少者数の比率　７．３％

3)2000年からの年少者比率は、５年単位では２％減少している。
　この比率で減少すると2025年は年少者比率は７％となる。
4)上記の村内の園と学園の村外からの児童を入れると119人。年少者比率
は、8%と倍増する。

３１
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★飯舘村の復興事業予算の推移

事故前の村の予算
年約41億円

2024年度は130億円約3倍

発災6年後2017年度
212億円で5倍超え
学校再整備40億円
スポーツ公園24億円
道の駅周辺整備10億円
交流センターふれ愛館

８．５億円
農業再生支援10億円等
帰村率の低さ（3割弱）
子ども就学 激減

表 飯舘村の原発事故後の予算内訳の推移
単位:億円 飯舘村HPより作成 糸長浩司）

©KOJI ITONAGA

膨大な復興予算で建設した公共施設の
維持管理の負担への危惧（村民）

３２



復興事業で整備された
グランド、体育館

汚染されたままの森林
新築・改築された
村全体の教育施設

飯舘村役場

特老施設

飯舘村の中心公共施設地区
周囲の山は放射能汚染されたまま

３３©KOJI ITONAGA



令和４年3月策定 「飯舘村公共施設等総合管理計画」
・公共施設の事業用資産は、 住民 一人当たり約 8 ㎡ →実際の居住者数では約30㎡
平均８m2は、人口密度50人／km2 ＝ 飯舘村の人口密度（20人/km2か、6.5/km2）

飯舘村の公共施設は過剰になっていないか？

平均では3.84~4.88m2

https://www.city.iga.lg.jp/cmsfiles/contents/0000003/3370/01_dai1shou.pdf
伊賀市の「公共施設最適化の方針」より

令和４年3月策定 「飯舘村公共施設等総合管理計画」

結論として、「 計画最終年度である 令和 4 1年度（ 20 59 年度 における 事業用資産の 
施設総量）の削減目標を 「現状の施設総量のうち、 4 4 .3 ％程度を削減」と設定。」

人口予測では、2060年は約1400人と現在の住民登録数の1/4 ３４©KOJI ITONAGA

https://www.city.iga.lg.jp/cmsfiles/contents/0000003/3370/01_dai1shou.pdf


最後に陳述したいこと
・原子力緊急事態宣言継続＝例外状態の常態化による
被災地被災者と環境（生活環境）が宙づりにされたまま

・例外状態＝現存被ばく状況（被災者の被ばくの容認
内部被ばくは完全に無視）

生活環境（生きるために必要な土・水・動植物）の汚染の放置
・生活基盤喪失・変容による精神的損害だけでなく、
生活基盤（生活環境）の喪失・変容による実害（100年以上
続く）が継続している。

・飯舘村民の長年にわたる「ふるさと育成」によって構築さ
れてきた、環境権、生存権、社会権が奪われた。
東京電力と日本政府の責任は大きい。
その罪は償う必要があると結論する。

・日本国憲法第25条「第１項 すべて国民は、健康で文化的な最低
限度の生活を営む権利を有する。第２項 国は、すべての生活部面
について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に
努めなければならない。」

3５©KOJI ITONAGA
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